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都市圏単位にみる商業施設等の 
立地傾向・整備状況に関する研究 
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法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
 
Recently, to convert the urban structure to the concentrated one is the issue which should be tackled for the 
comfortable living environment and sound finance of local governments. So, the development level per 
population, income, commerce and industrials of commercial facilities of metropolitan regions is 
analyzed. As a result, the development standard and the location tendency of commercial facilities are 
clarified. 
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１． 研究の背景と目的 
我が国は既に全国的な人口減少，世界最高水準の少
子・高齢化と今まで経験したことのない局面に突入して
いる.特に最近の経済不況も相まって地方都市は厳しい
状況に直面している.多くの地方都市では人口・産業の都
市中心部から郊外部への流失・拡散が進行する状況が始
まっている.都市機能が拡散すると居住環境の悪化や，市
街地拡大による基盤整備費用が増大等の問題がもたらさ
れる.人口減少が進むとこのような問題はさらに深刻に
なると考えられることから，従来の「拡散型」の都市か
ら「集約型」の都市への転換を図る動きがみられる. 
このような都市構造改革の方向性として，国土交通省
では，集約型都市構造の実現には都市機能の集積の促進
や集約拠点としての中心市街地の検討が重要であるとし
ている１). 
都市機能の集積では特に都市構造に広域的な影響を与
える広域的都市機能の立地への配慮が必要であるとし，
また集約拠点の判断としては一定の機能集積があること
や，優良な都市ストックの確保等が挙げられている. 
こうした背景を踏まえ，本研究では，竹重２)の「都市
圏にみる公共施設等の立地傾向・整備状況に関する研究」
を参考に，行政区域の枠を超えた，通勤・通学者を基に
人々の生活・活動・交流等の実態面から結びつきが深い
といえる都市圏に着目し，都市機能の一部である商業施
設等の立地傾向・整備状況を総人口，所得，商業，工業
等との関係性から分析を行う. 
広域的な対象地域について全国規模で比較し，人々の
生活と結びつきが深い商業施設等の立地状況を分析する
ことにより，各施設の整備基準，立地傾向等の特徴を推
測でき，集約型都市構造実現に向けた都市機能の立地に
関する問題点や課題を把握すること．特に集約型都市構
造に広域的な影響を与えるとされる広域型都市施設の立
地検証に寄与することを本研究の目的とする． 
 
２． 研究方法 
（１）研究地域 
広域的な圏域において社会経済の情勢に合わせた分析
を行うため，日本全域で都市圏を設定し，対象とする. 
しかし，極端に人口規模が異なる都市圏，商業施設等
の整備水準が非常な高水準になることが，予測される都
市圏は除外することとする. 
（２）対象とするデータ 
本研究では，表 1 の 8 種の施設を対象とし，商業施設
等とする.商業施設等の定義は以下に示す. 
a）コンビニエンス・ストア（以下コンビニとする） 
コンビニは商業統計によると「食料品を扱っていて，
売場面積が 30m2以上 250m2未満であり，営業時間が 14 時
間以上であるもの.」と定義されている.本研究では，こ
の定義に加え店舗数が全国に 500 店舗以上あるコンビニ
会社を対象にする. 
b）ショッピングセンター，百貨店 
東洋経済新報社の「全国大型小売店総覧」による. 
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c）ブランド 
米国市場調査会社提示の企業価値をもとに，外資系金
融会社 Bloomberg がまとめたラグジュアリーブランドベ
スト 10 から，国内に店舗が存在するショップを「ブラン
ド」とする. 
d）都市銀行等 
楽天ネット証券が採用している東洋経済新報社提供の
業種分類から，銀行カテゴリー中の「銀行（全国展開）」
に含まれる 7つの銀行を「都市銀行等」とする. 
e）上場企業本社数 
東洋経済新報社の「会社四季報」による. 
f）病院の病床数 
厚生労働省大臣官房統計情報部「医療施設調査・病院
報告」による. 
g）社会福祉施設 
厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉施設等調査
報告」による. 
 
表 1 対象データの概要 
施設名 単位 年度
コンビニ 店舗 2012
ショッピングセンター 売場面積（m2） 2011
百貨店 売場面積（m2） 2011
ブランド 店舗 2012
上場企業本社数 社数 2011
都市銀行等 支店 2012
病院の病床数 病床 2008
社会福祉施設 施設 2010
 
（３）研究方法 
都市圏単位での商業施設等の整備状況を，以下の a)と
b)の方法から分析していく.その際，竹重との比較を同時
に行う. 竹重による分類を表2に示す.比較の基準として
各グループ 1 つ以上の公共施設等を対象とし，同じよう
に a)，b)を行い，比較し，最終的には 12 施設の商業施設
等と公共施設等の分類を行う.対象とする公共施設等は
表 2上赤字で示す. 
 
表 2 竹重による分類 
 
a）商業施設等の施設数と整備水準 
商業施設等の立地傾向を，施設数と人口水準，所得水
準，商業水準，工業水準から分析する.各整備水準の概要
は表 3に示す. 
 
表 3 整備水準の概要 
整備水準 統計データ 年度 単位
人口水準 国勢調査人口 2005 千人
所得水準
納税者 1人当たりの 
課税対象所得額 
2009 千円
商業水準
人口 1人当たりの 
小売業年間販売額 
2007 万円
工業水準
人口１人当たりの 
製造業等出荷額 
2008 万円
 
b）商業施設等 1施設当たりの整備水準 
 すべての都市圏を平等で扱うため，a)の整備水準の商
業施設等 1 施設当たりの整備水準を算出し，対整備水準
とする. 
商業施設等の異なる対整備水準を比較し，立地傾向を
分析する. 
表 4 対整備水準の概要 
対整備水準 統計データ 年度 単位
対人口水準
人口水準 
/商業施設等の施設数 
2005 
人 ／
施設
対所得水準
所得水準 
/商業施設等の施設数 
2009 
円／
施設
対商業水準
商業水準 
/商業施設等の施設数 
2007 
円／
施設
対工業水準
工業水準 
/商業施設等の施設数 
2008 
円／
施設
 
３． 都市圏の設定 
（１）都市圏とは 
国土交通省で定義される，人口 10 万人以上で昼夜間人
口比率が 1 以上の市町村を核都市として，核都市への通
勤・通学者が，全通勤・通学者の 5％以上または 500 人以
上である市町村を含む圏域を都市圏とした.また，核都市
が 20km 以内に併存する場合は，連結して 1つの都市圏と
する３). 
都市圏は，国民の生活，活動，交流等の実態面から結
びつきが深いといえる中心都市及びその周辺の市町村を
一体とした圏域であるといえる. 
（２）都市圏の設定 
平成 22 年 3 月 31 日現在の行政区域において，平成 17
年国勢調査から都市圏を設定した.設定された都市圏の
概要は図 1に示す通りであり，98 の都市圏ができる. 
本研究では，極端に人口規模が異なる都市圏，商業施
設等の整備水準が非常な高水準になることが予測される
整備状況 
面積に対応 
した整備 
人口に対応 
した整備 
  
整備水準の 
格差が小さい 
グループ１ 
高等学校 
小学校等 
グループ２ 
小売店 
飲食店等 
日常利用施設
生活基盤施設
整備水準の 
格差が大きい 
グループ３ 
図書館 
公民館等 
グループ４ 
幼稚園 
百貨店等 
広域的 
都市施設 
  公共性 商業性 施設性質 
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都市圏を除外する.除外する都市圏は，核都市が 3大都市
圏（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県，愛知県，大阪
府，京都府，兵庫県，奈良県）に存在する 9 都市圏であ
る.よって，89 都市圏を対象とする. 
 
 
図 1 対象都市圏の概要 
 
（３）都市圏の分類 
分析に際して，都市圏の人口規模に応じて A～D群に分
類する.分類の概要は表 5に示す. 
 
表 5 対象都市圏の分類の概要 
名称 定義 都市圏数
A群 人口規模 100 万人以上 16 
B 群 
人口規模 
50万人以上100万人未満 
27 
C 群 
人口規模 
30 万人以上 50 万人未満 
18 
D 群 人口規模 30 万人未満 28 
 
４． 商業施設等の分布状況 
（１）商業施設等の施設数と水準 
縦軸に各水準，横軸に商業施設等の施設数をとり，商
業施設等の分布状況を散布図で示す.その際，都市圏の人
口規模分類によって色分けを行い，各施設 1つにつき，4
パターンの散布図を作成・比較することで，商業施設等
の立地要因を把握する. 
すべての商業施設等で人口水準との相関関係がみられ，
人口規模に合わせた立地している傾向が示された.特に
コンビニは，他の施設に比べとても高い相関関係が示さ
れ，人口規模に合わせた立地がなされていることがわか
る.公共施設に近い病院の病床数や社会福祉施設に関し
ては，人口規模との相関は大きいが，多少各群でバラツ
キが見られ，都市圏によって多少のバラツキがあること
が示された.その他の施設は，病院の病床数，社会福祉施
設以上に各郡のバラツキが大きく都市圏による格差があ
ることが示された. 
 
例として，人口水準とコンビニ，病院の病床数，ショ
ッピングセンターの分布状況を図 2，3，4に示す. 
それ以外の水準では，人口水準ほどの関係性は示され
なかったが，所得水準では，人口規模が大きくなるにつ
れて所得水準の下限値が上昇し，大都市圏ほど所得水準
が大きいことが示された.また商業水準では，ほとんどの
都市圏が同じ水準にあり，生活水準は一定であると考え
られる.最後に，工業水準と商業施設等にはほとんど関係
性が示されなかった.これは，工業地の立地が国策によっ
て決められていることが大きな要因ではないかと考えら
れる. 
以上のことから，商業施設等の立地要因は人口水準で
あることが示された. 
 
 
図 2 コンビニの店舗数と人口水準 
 
 
図 3 病院の病床数と人口水準 
 
 
図 4 ショッピングセンターの売場面積と人口水準 
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（２）商業施設等の 1施設当たりの整備水準 
縦軸，横軸に商業施設等の対水準をとり，分布状況を
散布図で示す.その際，都市圏の人口規模別によって色分
けを行い，各施設につき，6パターンの散布図を作成・比
較することで，対水準同士の関係性を把握するとともに，
商業施設等 1施設当たりの整備水準を把握する. 
各施設につき，6パターンの散布図を作成したが，明確
な傾向を読み取ることができなかった. 
唯一読み取れたものは，商業施設等の立地が人口規模
に合わせて的確に立地している施設と，そうではなくバ
ラツキが大きい施設に分類でき，散布図の分布状況から
示せた. 
例として，コンビニ，病院の病床数，ショッピングセ
ンターの対人口水準と対所得水準の分布状況を図 5，6，7
に示す.コンビニの分布は，横一列に分類しており，都市
圏の人口規模に合わせて的確に立地していることがわか
る.病院の病床数の分布は，コンビニ同様都市圏の人口規
模に合わせて立地していることがわかるが，各郡でバラ
ツキが多少みられる.ショッピングセンターの分布は，病
院の病床数の分布よりさらにバラツキが大きくなり，横
一列ではなく各群が斜めに分布する.このことから，ショ
ッピングセンターの立地は，都市圏によって格差が生じ
ていることが示された. 
 
 
図 5 コンビニの対人口水準と対所得水準 
 
 
図 6 病院の病床数と対人口水準と対所得水準 
 
 
図 7 ショッピングセンターの人口水準と所得水準 
 
５． 商業施設等の分類 
（１）散歩図の分布状況からの分類 
a）商業施設等の施設数と水準 
4.(1)の結果をもとに，公共施設等の 4 施設を加え 12
施設の分布状況から比較・分類を行う.竹重の分類を参考
に，12 施設を都市圏の人口規模に応じて整備水準の格差
が小さい施設，格差が大きい施設に分類する.分類結果は
表6に示す.表 6の赤文字は分類の基準となった施設を示
す. 
例として，分類の基準となった小学校，図書館と人口
水準の分布状況を図 8，9に示す. 
図 2，3，4 と比較し，施設と人口水準の相関関係や各
群においての都市圏のバラツキの程度から客観的に判断
し，分類する. 
相関関係による分類は，「整備水準の格差が小さい」
では施設と人口水準の相関係数が 0.9 以上，「整備水準
の格差が大きい」では相関係数が 0.9 未満とする. 
グループ分け結果から，整備状況だけでなく，商業施
設等の性質を考慮しても竹重の分類による施設の性質と
当てはまる. 
竹重の分類のように 4グループには分類できず，2グル
ープまでとなり，さらなる分類はできない.詳細な分類は，
b)，(2)の結果をもとに行う. 
 
表 6 商業施設等の分類 
整備状況 施設名 施設性質 
整備水準
の格差が
小さい 
小学校 高等学校 
飲食店 コンビニ 
病院の病床数 
社会福祉施設 
日常利用施設
（生活基盤施設）
整備水準
の格差が
大きい 
図書館 百貨店 
ショッピングセンター 
ブランド 都市銀行等 
上場企業本社数 
広域的 
都市施設 
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図 8 小学校と人口水準 
 
 
図 9 図書館と人口水準 
 
b）商業施設等の 1施設当たりの整備水準 
4.(2)の結果をもとに，公共施設等の 4 施設を加え 12
施設の分布状況から比較・分類を行う.竹重の分類を参考
に，12 施設を都市圏の人口規模に応じて整備水準の格差
が小さい施設，格差が大きい施設に分類する.分類結果は
表7に示す.表 7の赤文字は分類の基準となった施設を示
す. 
例として，分類の基準となった小学校，図書館の対人
口水準と対所得水準の分布状況を図 10，11 に示す. 
図 5，6，7 と比較し，分類を行っていくが，明確な分
類の定義はなく，公共施設等の分布状況，分布の形，バ
ラツキから商業施設等の分布状況を見比べ分類を行う. 
グループ分け結果から，a)と同じ分類を示した. 
 
表 7 商業施設等の分類 
整備状況 施設名 施設性質 
整備水準 
の格差が 
小さい 
小学校 高等学校 
飲食店 コンビニ 
病院の病床数 
社会福祉施設 
日常利用施設
（生活基盤施設）
整備水準 
の格差が 
大きい 
図書館 百貨店 
ショッピングセンター 
ブランド 都市銀行等 
上場企業本社数 
広域的 
都市施設 
 
 
 
 
図 10 小学校の対人口水準と対所得水準 
 
 
図 11 図書館の対人口水準と対所得水準 
 
（２）かぶり率からの分類 
a）かぶり率の定義 
(1)では散布図の分布状況から分類を行ったが，(2)で
は，定量的に分類を行っていく. 
かぶり率についてコンビニの店舗数と図12で示す人口
水準を用いて説明する. 
まず，各群の最大値，最小値を算出し，線を引く.次に，
B群の最大値からA群の最小値を引きA群とB群の重なり
合う範囲をかぶり幅とし，斜線を引く.この作業を B群～
C群，C群～D群同様に行い，かぶり幅の合計値も算出し，
全体とする.さらに，A 群の最大値から B 群の最小値を引
き，A群と B群の分布の幅を算出し，B群～C群，C群～D
群同様に行う.最後に，かぶり幅を分布の幅で除したもの
をかぶり率とし，結果を表 8に示す. 
以上の作業を(1)同様 12 施設を対象に，施設のかぶり
率，1施設当たりの対水準のかぶり率を算出する. 
 
 
図 12 かぶり率の定義（コンビニの店舗数と人口水準） 
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表 8 コンビニのかぶり率 
 A～B 群 B～C 群 C～D 群 全体 
かぶり率 -0.0152 0.0038 0.2083 0.0141 
 
b）分類の方法 
a)より算出した施設のかぶり率と，1施設当たりの対水
準のかぶり率を用い，クラスター分析を行い，分類分け
を行う.クラスター分析は，ウォード法を用い，デントロ
グラムは平方距離に基づき作成する. 
 
c）施設のかぶり率 
12 施設のかぶり率をクラスター分析した結果は，図 13
に示した通りである. 
大きく 2 つに分類すると図 13 の赤線で示したように，
社会福祉施設以外(1)と同じ分類を示した.社会福祉施設
が(1)と違う分類を示した要因として，D 群に特異値とも
とれる整備が充実した都市圏が見られ，その都市圏を除
き分析を行うと，(1)と同じ結果が示される. 
 また，(1)と同じ結果が示されたことからクラスター分
析による分類に信頼性があると考えられる．したがって，
5分類まで広げ，商業施設等の性質を細かく考察できる範
囲を図 13 の青線に示す. 
 
 
図 13 施設のかぶり率によるクラスター分析結果 
 
d）1施設当たりの対水準のかぶり率 
c)同様 12 施設の対水準をクラスター分析し，結果を図
14 に示す. 
大きく 2 つに分類すると図 14 の赤線で示したように，
図書館以外(1)と同じ分類を示した.図書館が(1)と違う
分類を示した要因は，図書館には公立図書館があり，小
学校・高等学校と同じように人口分布や面積等を勘案し
立地しているためだと考えられる. 
また，(1)と同じ結果が示されたことからクラスター分
析による分類に信頼性があると考えられる．したがって，
5分類まで広げ，商業施設等の性質を細かく考察できる範
囲を図 13 の青線に示す. 
 
 
図 14 対水準のかぶり率によるクラスター分析結果 
（３）商業施設等の分類 
これまでの分析から施設分類別の立地傾向・整備状況
と施設の性質の考察を行い，表 9に分類結果を示す. 
a）グループ 1 
どの都市圏においても，都市圏の人口規模によって同
程度となり，都市圏に合わせた立地がなされている日常
利用施設（生活基盤施設）であると考えられる. 
また，人口規模の大きな都市圏で密な整備が行われる
商業性の高い施設である. 
b）グループ 2 
どの都市圏においても，都市圏の人口規模によって同
程度となり，都市圏に合わせた立地がなされている日常
利用施設（生活基盤施設）であると考えられる. 
また，人口規模が小さい都市圏においても一定の面積
密度が保たれるよう，面積・距離に対応した整備がなさ
れる公共性の高い施設である. 
c）グループ 3 
立地の傾向は見えるが，都市圏ごとの整備水準が大き
く異なることから，都市圏を越えた広域的なサービスが
行われていると考えられ，広域的都市施設であると考え
られる. 
 また，広域的都市施設の中でも生活活動に関わりのあ
る施設であり，都市圏を越えてまで人々を引き付ける魅
力を持った施設である. 
d）グループ 4，5 
(2)の分類では 5 分類であったが，2 つの分類の性質が
似ているため 1つのグループとして考察を行う． 
性質が立地の傾向は見えるが，都市圏ごとの整備水準
が大きく異なることから，都市圏を越えた広域的なサー
ビスが行われていると考えられ，広域的都市施設である
と考えられる. 
また，立地条件としてブランドは人口規模50万人以上，
都市銀行等は人口規模30万人以上等と条件のある施設が
分類される.さらに，グループ 3以上に都市圏を越えてま
で人々を引き付ける魅力を持っている施設である. 
 
表 9 商業施設等の分類と整備状況，施設性格 
 グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4,5
ま
と
め
コンビニ /
飲食店 /病
院の病床数
小学校/高
等学校/社
会 福 祉 施
設 
百貨店/図
書館/ショ
ッ ピ ン グ
センター 
上場企業本社
数/都市銀行
等/ブランド 
 
状
況
整備水準の格差が 
小さい 
整備水準の格差が 
大きい 
性
質
日常利用施設 
（生活基盤施設） 
広域的都市施設 
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６． まとめ 
都市圏を対象として分析を行うことで，人為的な区域
である市町村界を対象とした分析では難しい広域的都市
機能を持つ商業施設等の立地傾向・整備状況を明らかに
した.また都市圏を対象とすることで，より生活の実態に
即した商業施設等の立地傾向・整備状況が明らかとなっ
た. 
本研究の結論と課題は以下の通りである. 
①商業施設等の整備状況を把握するための統計データは，
都道府県単位ではまとめられているものが多いが，市
町村単位のデータは少なく，施設によっては企業のホ
ームページ等から1つ 1つ探していくしかなかった.本
研究でデータの有無，捕捉方法等を示すことができた. 
②商業施設等の立地は，都市圏の人口水準が大きな要因
であることが示された.それ以外の水準においても，所
得水準では，都市圏の人口規模が大きくなるほど各群
の下限値が上昇し所得が大きくなることが示された.
商業水準では，どの都市圏においてもバラツキは多少
あるが一定水準であることが示せた.工業水準に関し
ては関係性が見られなかった等，各水準での傾向を読
み取ることができた. 
③商業施設等の中には，都市圏の人口規模に合わせた立
地がなされ都市圏内で成立している施設と，都市圏の
人口規模に合わせた立地がなされているが都市圏の枠
を越えて立地している施設に分類できた.さらに，4 グ
ループまで広げ商業施設等の性質を細かく考察でき示
すことができた. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④国土交通省による「新しい時代の都市計画はいかにあ
るべきか．」では、特に広域的都市機能の立地への配
慮が集約都市構造実現には必要としているが，同省に
よる都市圏の設定方法からの分析では，カバーしきれ
ない広域的都市機能を持った商業施設等が存在し，広
域的都市施設の立地要因を検証するまでに至らなかっ
た．そのため，広域的な商業施設等も網羅した新たな
圏域の設定が求められる． 
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